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1980年
“飲む点滴”を開発コンセプトとし、人間のカラダに適した
水分補給のためのイオン飲料「ポカリスエット」を発売。

1984年
佐賀栄養製品研究所を設立
日本初の民間の臨床運動栄養研究所として設立。
発汗による水分・電解質をすばやく補給する飲料の研究を続け、様々なシーンにおける科学的根拠を創出。

1991年
日本体育協会 「スポーツ活動における熱中症事故対策に関する研究班」設置。
こちらがきっかけとなり、熱中症を知って防ぐ 活動への協力を開始。

1992年～
全国で「社員が現場に出向く出張講座」を実施。
子どもたちのスポーツシーン、職場での労働安全衛生、高齢者の水分補給など、テーマを拡大し、
全国で年間約5,000回以上、約500,000人に対して、社員が講師として直接啓発活動を行っている。

25年以上にわたる熱中症対策啓発活動



大塚製薬として1992年から熱中症セミナーを実施。
現在まで、約19.5万回/約2,210万人の方々への情報提供。

社員による熱中症セミナー



＊2020年6月末時点

自治体と連携・協働し地域住民の
健康づくりの一助として全国で活動

包括連携協定

＜協定締結＞

・47都道府県

・133市区町村

＜主な協定項目＞

・健康増進、食育推進活動

・教育文化への貢献

・熱中症対策・災害対策支援

・スポーツ振興 等

健康課題の解決に向けて社会連携を推進



沖縄県

静岡県藤枝市

長崎県

大阪府

熊本県

学校、保健所、行政機関、スポーツ施設、スーパー・ドラッグストア店頭等に掲示

沖縄県神奈川県

自治体と連動し、独自ポスター作成



作成：大塚製薬株式会社 ＮＣ事業部 ソーシャルヘルス・リレーション部

自治体連携を活かした熱中症対策活動

自治体＋大塚製薬

地域生活者へ確実に情報を届ける体制づくりを模索

高齢者

地域包括支援センター

学校

教育委員会
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【学校】 今夏の教育委員会との取組み

教育現場で活用できるコンテンツを提供

教員関係者 学校

教育委員会

熱中症対策アドバイザー 校内放送用CD音源配布

熱中症事故ゼロ
学校教員から

生徒・教職員に情報拡散
子どもたちへの

熱中症啓発を促進
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【学校】 熱中症対策アドバイザーの活用事例

保健委員(生徒)

今夏の課題と予防策を自己学習

学校保健師

熱中症対策アドバイザー 取得

指導・助言

相談

生徒による予防教育の自走化を支援

学校内での「校内放送」「保健だより」を活用した情報提供を実施

校内放送テーマ
• 暑い日のマスク着用
• 熱中症大丈夫？
• 感染症対策

保健だより
• 保健委員による作成
• 校内放送との連動
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基礎自治体（区・市）

教育委員会

小学校 高等学校中学校

【学校】 校内放送による熱中症啓発

教育委員会を通じた案内により実施校数が拡大

実際の実施風景

音源CD
放送部員用

台本

教育委員会から音源CD配布

都道府県

教育委員会

約4,000校配布済み
出典：千葉県立市川昴学校HP
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【高齢者】 自治体との情報提供活動

コロナ禍で顕在化した健康課題解決のための情報提供

自治体

感染症対策 生活不活発巣ごもり熱中症

地域包括支援センター

自治体職員
調剤薬局
薬剤師

民生委員
エリア
小売店
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コロナ禍により顕在化した熱中症リスク

「巣ごもり熱中症」 情報の提供

大塚製薬 自治体

地域包括支援センター
（全国5,079ヶ所）

リスクが高い高齢者への情報提供

ケアマネジャー 保健師 社会福祉士

※平成30年4月時点
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【高齢者】 健康弱者への情報拡散

職員への勉強会実施 自治体連携ポスター掲示 在宅訪問時の情報提供

自治体を通じて地域包括支援センターと協働

新たな情報拡散ルートの確立を目指す

地域包括支援センター


